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【本日の論点】人づくり

１ 人口減少の抑制

本県の合計特殊出生率は全国でも高い水準を維持しているが、出生数は年々減少傾向に
あり、その抑制が重要な課題である。

県としても出会いから結婚、出産、子育てまで切れ目のない支援に取り組んでいるが、
出生数に影響する15歳から49歳の女性人口が減少しており、女性の社会減対策にも目を
向ける必要がある。

「女性に選ばれる宮崎」づくりを進めるためにはどのような取組が必要か。

デジタル化や技術の進展など、目まぐるしく変化する社会に対応するためには、技術力
の向上や新たなスキルの習得が必要であり、リカレント教育やリスキリング等の学び直
しの仕組みが重要。

本県産業の大部分を占める中小企業は人材育成のノウハウや人的資源に限界がある一方
で、地方の大学は１８歳人口が減少する中、教育資源の有効活用が課題。

本県で活躍する人材を育成するために、大学など地方の高等教育機関の果たす役割はど
うあるべきか。

２ 高等教育機関のあり方





◎人づくり関連指標（１ 人口減少の抑制）

◆合計特殊出生率は全国より高い水準にあるが、出生数は年々減少している。
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宮崎県の出生数及び合計特殊出生率の推移

※R2までは、厚生労働省「人口動態」より県作成。
※R7～R27については、出生数の算出に必要な「合計特殊出生率」及び「(15～49歳女性人口の)年齢構成の違い」がR2時点の数値を維持するも
のとして算出している。R7～R27の女性人口については、「国立社会保障・人口問題研究所」の推計を使用。

・・・

・・・

（平成12年は「国勢調査」、平成22年、令和2年は「宮崎県の推計人口と世帯数（年報）」（宮崎県HP）より県作成）

◆出生数は15～49歳の女性人口に影響されるが、本県ではこの層の女性人口が減少している。
◆15～19歳の人口の動きに着目し、10年後の25～29歳の層を見ると、人口が大幅に減少してい
ることから、進学等で県外に流出した後に県内に戻ってきていない若年層が多いものと推測され
る。
特に、平成22年から令和2年の10年間での女性の減少率は男性に比べて大きい。
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◆進学や就職を機に、若年層が県外に流出している（男性は15～19歳、女性は20～24歳の層の
転出が最も多い）。
◆他都道府県からの転入者数・他都道府県への転出者数の人口比率を見てみると、2014年までの
5年間と2019年までの5年間で、転入はほとんど変わらないが、若年層における転出が増加して
いることがわかる。
◆特に20～24歳の女性の転出が増加している。

（総務省「住民基本台帳移動報告」より県作成）

転出者数・転入者数の人口比率(%)

15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49歳
転入(男) 3.0 9.6 6.8 4.1 2.7 1.9 1.7 
転入(女) 1.6 6.7 5.4 3.4 2.0 1.2 0.8 
転出(男) 7.5 13.2 7.3 4.1 2.5 1.9 1.7 

転出(女) 4.8 12.3 5.8 3.4 2.0 1.2 1.0 

（総務省「住民基本台帳移動報告」より県作成）

※転出者数・転入者数の人口比率（％）の算出には、「宮崎県の推計人口と世帯数（年報）」（宮崎県ＨＰ）の人口を使用。
（例）2015～2019年の15～19歳の平均転入者数（男）の人口比率

800人÷（15～19歳の男性人口の2015～2019年の平均）×100（％）

転出者数・転入者数の人口比率(%)

15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49歳
転入(男) 3.0 9.5 6.4 4.0 2.9 2.2 1.7 
転入(女) 1.7 6.4 5.2 3.4 2.2 1.3 0.8 

転出(男) 7.1 12.1 6.3 3.7 2.6 2.1 1.6 

転出(女) 4.4 10.2 5.1 3.3 2.1 1.3 0.8 
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◆宮崎県へのＵターンの意向について、「ない」･「未定」と答えた女性の割合は男性よりも多
く、特に18～29歳の層で男女差が大きくなっている。
◆18～29歳の女性は他の層に比べて、仕事（企業）よりも公共交通機関の整備やプライベート
を楽しめる住環境の整備を求める傾向にある。

（平成30年度「若者の県外流出要因調査・分析業務」最終報告書より作成）
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◎人づくり関連指標（２ 高等教育機関のあり方）

◆ 人口の減少、高齢化、就学・就業構造の変化、急速なグローバル化や人工知能・IoT等の技術
革新等が進展する中、人生100年時代、さらにはSociety 5.0の到来により、新たな時代に対応で
きる人材が求められている。

（一般社団法人日本経済団体連合会「Society 5.0 時代を切り拓く人材の育成」より）

【Society 5.0における求められる人材像】

（文部科学省「Society 5.0 に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～」より）

◆ また、企業においても人材育成について新たな取組を始めている。これらの求められるスキ
ルを習得するため、リカレント教育やリスキリング等の学び直しが注目されている。

【企業における人材育成の３つの課題】 【取組みの３つの柱】
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（日本経済新聞2020年10月19日「商社文系社員、AI研修でDX」より一部抜粋）

◆ リスキリングの例として、各企業がIT・デジタル研修を実施。中小企業の多い本県において、
新たなスキルを習得できる学びの場の確保が求められる。

◆ 本県では大学等と連携し、産業人財育成プログラムである「ひなたＭＢＡ」の中で経営に必
要なスキルの習得等を支援している。

【ひなたＭＢＡの概要】

【大規模なデジタル教育を実施する主な例】

住友商事 AIの基本を学ぶオンライン教育。2020年度内に1000人めど

三菱商事 AIやロボット、DXの講座開設。延べ1000人が受講済み、
20年度内に13講座

丸紅 テーマ別にAIを技術的に扱えるよう研修。半年で50人程度
対象

三井住友海上 5000人の営業社員にデータ研修

日立 16万人にDX研修を実施
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（中央教育審議会「２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）【概要】」より一部抜粋）

◆ 中央教育審議会答申（平成30年11月）において、今後の高等教育はあらゆる世代のための
「知識の共通基盤」となりうることを見通した設定に言及している。

（文部科学省高等教育局「2040年を見据えた高等教育の課題と方向性について」より）

◆ 18歳人口の減少に伴い、大学進学率が上昇しても大学進学者数は現在の約80％の規模に減少
するとの推計があり、特に地方の大学は入学定員充足率が大きく低下すると見込まれる。
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